
20 広報 

 　公職選挙法の一部を改正する法律が平成18年6月14日に公布され、「選挙人名簿抄本閲覧制度」の改正は、平成18年
11月1日より施行されました。また、在外選挙制度の改正について、「在外投票」については平成19年6月1日より、「在外選
挙人名簿への登録申請」については平成19年1月1日より施行されます。 
※在外選挙とは、海外にお住まいの有権者の皆さんが、国政選挙に投票できる制度です。 
  
　 
 　　　　　　　　　　　　①選挙人名簿の登録の有無を確認する場合に閲覧する場合  ②公職の候補者等、政党そ
　の他の政治団体が、政治活動（選挙運動を含む）を行う場合に閲覧する場合  ③統計調査、世論調査、学術研究その他
　調査研究で公益性が高いと認められるもののうち、政治・選挙に関するものを実施するために閲覧する場合 
※選挙人名簿抄本のコピーの根拠となっていた便宜供与規定が削除されました。 
 　　　　　　　　　　　　閲覧事項の利用目的、管理の方法等を明示・閲覧事項を取り扱える者の範囲の明確化・目的
　外利用、第３者提供の禁止・不正閲覧等に対する報告徴収、勧告、命令・閲覧申請者の氏名、利用目的の概要等の公
　表等 
　　　　　　　　　偽りその他不正手段による閲覧や目的外利用、第３者提供をした場合、30万円以下の過料が課される
　こととなります。市区町村選挙管理委員会の命令に違反した場合は、６か月以下の懲役または30万円以下の罰金が課さ
　れることになりました。 
  

　 
衆議院議員選挙及び参議院議員選挙（選挙区選挙も対象） 
これまでと同様に、在外公館投票と郵便等投票のいずれかを選択できますが、再選挙又は補欠選挙の場合

　には、当該選挙に係る在外選挙人が管轄区域内にいないと見込まれる在外公館においては、在外公館投票は行わない
　ことになりました。 

投票送致を考慮して、これまでの原則５日前までから原則６日前までに１日繰り上げられることになりました。 
  
　 
 　これまでは、３か月の住所要件を満たした後に在外選挙人名簿の登録申請をしなければなりませんでしたが、在留届の
提出時等に名簿登録申請をすることができるようになりました。 


